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世界各国で進展するＡＩ革命 
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世界各国の取り組みについて 

 社会・産業構造を大きく変える可能性を秘めた『AI革命』の進展に向け、世界各国 
では様々な取り組みが行われています。 

 AI関連市場の飛躍的な成長をビジネスチャンスと捉え、自社での技術開発だけでなく、
技術的優位性を持つAI関連企業の合併・買収が盛んに行われています。 

 既にAIは人間と同じように自ら学習し、推論・判断を下すことができる段階にまで進化を
遂げています。AIの進化による生産性・利便性の向上はコンピュータ関連産業だけではなく、
既存の産業構造や私たちの日常生活を大きく変える可能性を秘めています。まさに今始まった
AIがもたらす変化を我々は『AI革命』と呼んでいますが、総務省がまとめた「平成29年度版 
情報通信白書」ではAIの進化やIoT(モノのインターネット)の進展等がもたらす社会構造の 
変革を「第4次産業革命」と位置付け、各国の取り組み等が分析されています。 
 以下では、主要国の取り組みの概要について紹介いたします。 

各国の取り組み 

国  取り組みの概略 

米国 

2013年に始まった「Smart America Challenge」等を皮切りに、実世界のデータを
センサーにより収集・観測、AI等による処理・分析の実用化に向けた取り組みが 
進められている。米国は第4次産業革命の先端を走ると言われており、産業構造や
社会経済へ与えている効果や影響等が今後注目されている。 

ドイツ 

「インダストリー4.0戦略」を掲げ、AIの活用や製造業のIoT化を通じて、産業 
機械・設備や生産プロセス自体のネットワーク化等の実用化をめざす。ドイツ 
国内の機械業界主要3団体に加え、ボッシュ、シーメンス、ドイツテレコム、 
フォルクスワーゲン等多くの企業が参加。 

英国 

英国では、AIを活用したスマートシティやスマートグリッド等、生活関連・エネ 
ルギー関連を中心としたコンシューマー向けの産業分野に注力。製造業に関しては
国家イノベーション政策として「ハイ・バリュー・マニュファクチャリング（高価値
製造）」を推進。 

中国 

「中国製造2025」により、AI等を活用した技術と製造業の融合促進をはじめ、 
環境に配慮したものづくりの推進等、「世界の製造大国」としての地位を築くこと
をめざす。「イノベーションによる駆動」「品質優先」「グリーン発展」「構造の
最適化」「人材が中心」の5つの方針を掲げ、製造業の問題点の改善を喚起。 

日本 

「未来投資戦略2017」において、あらゆる場面で快適で豊かに生活できる社会を 
世界に先駆けて実現することをめざす。AI等を活用した革新技術の開発と多様な
データの利活用によって政府、産業、社会のデジタル化を進め、課題解決から未来
創造までを幅広く視野に入れている。 

出所)「平成29年度版情報通信白書」(総務省)をもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は特定の銘柄を推奨するものではありません。  
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ブロードコムがクアルコムの買収を発表 

ブロードコム 株価の推移 

 様々な業界の企業がAI関連市場の飛躍的な成長をビジネスチャンスと捉え、自社での技術
開発だけでなく、技術的優位性を持つAI関連企業の合併・買収を盛んに行っています。 
 AIの進化には半導体の処理能力向上が必要不可欠ですが、当ファンドの2017年9月末時点の
組入上位10銘柄にもある通信用半導体大手のブロードコムは2017年11月6日、半導体等の
設計事業を手掛けるクアルコムに対し買収を提案したと発表しました。買収の成否について
は見通しにくいものの、買収額は1,050億米ドル(約12兆円)の見込みであり、実現すれば半
導体業界のM&A(合併・買収)で過去最大となるため、市場関係者の注目を集めています。なお、
この発表を受けて、両社の株価はともに上昇しています。 
 当ファンドでは、今後も徹底した調査・分析にもとづき投資銘柄を厳選してまいります。 

クアルコム 株価の推移 

データ期間：2017年4月3日～2017年11月6日(日次) (米ドル) 

データ期間：2017年4月3日～2017年11月6日(日次) (米ドル) 

出所)ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は特定の銘柄を推奨するものではありません。    
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①日本を含む世界各国の株式の中から、主にＡＩ(人工知能)関連企業の株式に投資を行います。 
②株式の運用は、ＴＣＷアセット・マネジメント・カンパニーが行います。 
③「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の2つのファンドから選択いただけます。 

フ ァ ン ド の 特 色 

投 資 リ ス ク 

●ファンド(指定投資信託証券を含みます)は、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもあり 
ます)に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。 

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果(損益)はすべて投資者の皆
様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。 

主な変動要因 

基準価額の変動要因 

※ご購入に際しては、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。 

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化 
(倒産に至る場合も含む)等により、価格が下落することがあります。 

為替変動リスク 

〈為替ヘッジあり〉 
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を 
図ります。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の為
替変動の影響を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨の
金利より低い場合などには、ヘッジコストが発生することがあります。 
〈為替ヘッジなし〉 
外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影
響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。 

カントリーリスク 外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による
影響を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。 

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格
で取引が行えず、損失を被る可能性があります。 

ご留意いただきたい事項 

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様の
ものとなります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。 

 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託
説明書(交付目論見書)、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容を十分にお読みになり、ご自身でご
判断ください。 

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社 
以外の金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。 

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。 

 分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払われる 
場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の
水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当 
する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様
です。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者およ
び許諾者に帰属します。 
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フ ァ ン ド の 費 用 

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。 ！ 

詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)をご覧ください。 ！ 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 購入時手数料 
(1万口当り) 

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.24％(税抜3.0％)を上限として販売会社が独自に定める 
率をかけた額とします。 
※ 料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。 

換金時 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

毎 日 

運用管理費用 
(信 託 報 酬) 

ファンドの純資産総額に年率1.269％(税抜1.175％)をかけた額とし、ファンドからご負担いただき
ます。 

投資対象とする 
外国投資信託証券 年率0.6%程度 

実質的な負担 ファンドの純資産総額に年率1.869％(税込)程度をかけた額となります。 

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.0108％(税抜0.01％)をかけた額を上限とし、ファンドからご負担い
ただきます。 

随 時 その他の費用・ 
手数料 

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いた
だきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載することは
できません。 

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長(金商)第369号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
コールセンター：0120-762-506 
(午前9時～午後5時 土、日、祝祭日は除きます) 
ホームページ： https://www.nam.co.jp/ 受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
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取 扱 販 売 会 社 名 登 録 番 号 
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藍澤證券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第6号 ○ ○     中銀証券株式会社 ○   中国財務局長(金商)第６号 ○       

あかつき証券株式会社(※1) ○   関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○   東海東京証券株式会社 ○   東海財務局長(金商)第140号 ○   ○ ○ 

岩井コスモ証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第15号 ○   ○   とうほう証券株式会社 ○   東北財務局長(金商)第36号 ○       

宇都宮証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第32号 ○       内藤証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第24号 ○       

エイチ・エス証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第35号 ○       日本アジア証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第134号 ○       

エース証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第6号 ○       フィデリティ証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第152号 ○       

株式会社ＳＢＩ証券 ○   関東財務局長(金商)第44号 ○   ○ ○ マネックス証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○   

岡三証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第53号 ○ ○   ○ 丸八証券株式会社 ○   東海財務局長(金商)第20号 ○       

極東証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第65号 ○     ○ 三木証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第172号 ○       

光世証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第14号 ○       三津井証券株式会社 ○   北陸財務局長(金商)第14号 ○       

ＫＯＹＯ証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第1588号 ○       めぶき証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第1771号 ○       

静岡東海証券株式会社 ○   東海財務局長(金商)第8号 ○       楽天証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社証券ジャパン ○   関東財務局長(金商)第170号 ○       株式会社静岡銀行(※1,※2)   ○ 東海財務局長(登金)第5号 ○   ○   

株式会社しん証券さかもと ○   北陸財務局長(金商)第5号 ○       株式会社千葉興業銀行   ○ 関東財務局長(登金)第40号 ○   ○   

大山日ノ丸証券株式会社 ○   中国財務局長(金商)第5号 ○       みずほ信託銀行株式会社   ○ 関東財務局長(登金)第34号 ○ ○ ○   

髙木証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第20号 ○       

取 扱 販 売 会 社 一 覧 
※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。 
  詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。 
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(※1) 「為替ヘッジなし」のみのお取扱いとなります。 
(※2) インターネットのみのお取扱いとなります。 
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